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時  間： 2016年 4月 19日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階 みずほホール
AB 
テーマ： 「経済循環」から見る中国のマクロ経済(仮題) 







































































の最大の問題点が解決された。   
《左が新道・右が旧道》      《新道の入り口の記念碑》 
ただし地元の運転手の話では、新道も結構高低差があり、夜間走行には注意が必要だという。
たしかに急坂が多く、昼間でも前方が見通しにくい場所が、何か所かあった。 







走行可能となり、物流状況が劇的に変わる。                                 
《第２友好橋 建設現場》 
















れるものと思われる。                            《車線変更地点で道路の中央を走るトラック》  


































                                         《中国資本のカジノ》 






















０．タイ側、メーソート経済特区、4 3 6 億円でインフラ整備 
タイ政府は、ミャンマーと国境を接するタイ北西部ターク県メーソートで開発を計画している経














資本などが企業進出してくる可能性は高い。                     《ミャワディ工業団地》 




















いた。ここでも儲かっているという感じを受けなかった。                         
《 工業団地の入り口 》 














































し、娯楽施設やレストランも併設し、この地にミニ・タウンを誕生         《工業団地 全景》 
させる予定だという。まさに壮大な計画だが、現時点では荒野 










は、１㎡＝１６us＄／月。土地代は回答なし。            
 《 工業団地の全体図 》 
 















モン州モーラミャインの新工業団地、2 6 日開業 
ミャンマー東部モン州の州都モーラミャインで、「チャウクタン工業団地」が正式開業する。道
路や水道、電力など基礎インフラが整備された団地になる。チャウクタン工業団地実施委員会
のティン・フライン会長は、「約 90％完成しており、３／２６に開業式を催す。団地内では約 10 社
がすでに操業している」と話す。団地は 2014 年に着工、モン州開発委員会の監督の下、開発
資金は民間資本で賄われている。すでにミャンマー全土の 59 の投資家が計 254 エーカー（約
103 ヘクタール）を購入。業種はワイヤーやセメント、プラスチック、自動車部品、家具、食品・飲
料、繊維、皮革、金精製など多岐にわたる。団地開発業者は土地１エーカー当たり 1,700 万チ







































円）ほど。電力も人手  《 工業団地内の様子 》       《 唯一稼働中の家内縫製工場 》 
も問題がないという。物流はすべてヤンゴン港使用。 
 




                           
社団法人大阪能率協会常任理事、順利包装集団董事（在上海） 
福喜多技術士事務所所長、東アジアセンター外部研究員 
                                         福喜多俊夫 
 
国家発展・改革委員会の徐紹史主任は全人代が開かれていた 3 月 6 日の記者会見で、
第 13 次 5 カ年計画綱要草案の審査に先立ち、「計画は中国経済の実情に立ち、供給側構
造改革を新発展理念の貫徹、経済新常態の先導の主軸として扱っている。5つの大きな政
策の柱を十分に実行し、供給側構造改革「三去一降一補」の 5大課題の達成を特に強調し





































    都市部の不動産は大量の在庫を抱えているが、それは農村からの移転人口をは
じめとする非戸籍人口を需要者と考えていないためだ。非戸籍住民の就業地での
定住を認め、購入と賃貸が併存する住宅制度の構築を主な方向性とし、公的賃貸住
宅の非戸籍人口へと拡大する。   
    不動産デベロッパーが販売用住宅価格を適切に引き下げることを奨励し、不動
産業における企業の合併再編を促進する。 
    不必要となった不動産購入制限を撤廃する。 
 ・「一降」：金融リスクの防止 
    地方政府の債務リスクを効果的に解消し、地方政府の債務の地方債への転換を
確実に遂行し、政府債務管理を厳格化し、地方政府の債券発行の規定を改善する。 
 ・「一補」：需要に見合った供給を拡大し、弱点の部分を補う   
    需要に見合った供給の拡大のため、企業の技術改良や設備更新を支援し、企業の
債務負担を削減させ、金融面での支援方式を刷新し、企業の技術改良や投資の能力
を向上させる。 

















































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016年             
1月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
